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要 旨
本研究では、障害者就労継続支援Ｂ型事業所の現状と課題を明らかにするため、Ｚ県内にある２つの事
業所を対象としたインタビュー調査を実施した。分析を通して、外部からの受託作業では個々の作業単価
が安いことや、利用者に多様な支援が必要なことにより、工賃を上げることが難しいことが明らかとなっ
た。また、利用者の支援と工賃向上が両立しえない状況にある中で、どのように工賃を上げていくか苦慮
していることも描出された。今後は、個々の事業所の実情に沿った実現可能な目標を設定するとともに、
受注作業の単価を高めたり、製品の販売先を継続的に確保したりといった、より具体的な施策や仕組みが
必要である。
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Abstract
This study shows the current status of and issues in constitutions working support institutions type B. I
interviewed representatives of two institutions of type B in Z Prefecture, and analyzed factors that posed
difficulties to institutions of type B that prevented payment from growing.
This analysis yielded the following findings. First, it is difficult to increase payment for two type B
institutions, because the institutions have not significantly profited from works undertaken by private
enterprises, and people with disabilities require support in order to work. Second, supporting people with
disabilities and increasing payment are incompatible with type B institutions. Therefore, service workers
in these type B institutions appear at a loss in terms of coping with the common agenda on increasing
payment.
The study concludes that plans to increase payment and the law requiring preferential purchase from
institutions for people with disabilities must be reexamined. It is necessary to support each type B
institution in accordance with its specific context. It is also essential that type B institutions be supported
by administrative organizations’ practical and continuous measures.
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Ⅰ 研究の背景
障害者就労継続支援Ｂ型事業所（以下「Ｂ型事
業所」とする）をめぐっては、障害者自立支援法
以前の小規模作業所等いわゆる「福祉的就労」の
時代から、工賃の低さが課題とされてきた。2015
年度の全国のＢ型事業所における平均工賃は月額
で１万5,033円であり、2006年度の１万2,222円よ
り約10年間でわずか2,811円増加したにすぎない
（厚生労働省2017a）。この間、国は「工賃倍増５か
年計画」（2007年度～2011年度、以下「工賃倍増計
画」とする）および「工賃向上計画」（2012年度
～2014年度）を実施し、都道府県および各Ｂ型事
業所で工賃を上げるための計画を策定するととも
に、経営コンサルタントの派遣や専門家による技
術指導などを通じて取り組みを推進してきたが、
いまだ十分な工賃向上にはつながっていない。
2013年度から新たに「国等による障害者就労施設
等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（以
下「優先調達法」とする）が施行され、国等に対
してＢ型事業所等から物品や役務を調達するよう
努力することが求められることとなり、また、
2015年度から工賃向上計画も第二期に入っている
が、その成果はまだ明らかとなっていない。
こうした状況に対しこれまでの研究では、北
欧・西欧諸国で実施されている保護雇用制度を導
入し、国が障害者の雇用の場を提供し賃金を保障
することが求められてきた。Ｂ型事業所の利用者
にも労働関係法を適用し、福祉の利用者ではなく
労働者として位置づけ、最低賃金を保障すること
も主張されてきた（松井・岩田2011）。近年では、
地方自治体レベルで「社会的事業所」等の形で障
害者を雇用し賃金を補助する取り組みもみられる
ようになり、そうした形を制度化するための方策
も具体的に検討されつつある（磯野2015）。
一方、筆者はこれまでにＺ県内の３か所のＢ型
事業所を対象としたインタビュー調査を行い、利
用者の作業や工賃の実態を分析し、工賃向上が難
しい背景を明らかにするとともに、今後求められ
る政策や事業所への支援について検討してきた。
そこでは、利用者を支援することと作業を遂行す
ることとの間で、職員が板挟みとなっている状況
が明らかとなった。利用者には多様な支援が必要
であり多くの作業を行うことが難しく、個々の作
業単価も安いことから、各事業所は工賃を向上さ
せることに限界を感じていた。Ｂ型事業所の工賃
を上げるためには、それぞれの事業所や利用者の
実状をふまえた支援を行うとともに、民間企業や
公的機関への働きかけをしていくことが求められ
る（遠山2017）。
そこで本研究では、引き続きＺ県内のＢ型事業
所を対象としたインタビュー調査を行い、それぞ
れの事業所でどのような課題に直面しているのか
を明らかにし、筆者が行った前回の調査（遠山
2017）の分析結果とも比較しつつ、共通する課題
やそれに影響を与える要因を抽出するとともに、
今後必要な制度や支援について具体的に検討して
みたい。
Ⅱ 研究方法
１．調査方法
本研究では、Ｚ県内のＢ型事業所２か所を対象
とし、利用者の現状や支援、事業所の運営につい
て熟知している統括的な立場の職員１～２名ずつ
に半構造化面接によるインタビュー調査を実施し
た。今回の調査では、Ｚ県内の市部にあるＹ市の
事業所を２か所選んだ。Ｚ県内のＢ型事業所のう
ち約半数がＹ市に所在しており、Ｚ県内でも人口
や社会資源が比較的多い地域の事業所について、
現状と課題を明らかにしたいと考えたからであ
る。また、Ｚ県の資料を参考に、知的障害者が多
134 高知県立大学紀要 社会福祉学部編 第67巻
Key Words： Persons with Disabilities, Continuous Working Support Institutions Type B,
Payments for Work, Qualitative Research
く就労していると思われる事業所を選定した。Ｂ
型事業所は一般雇用で働くことが難しい障害者が
多く利用しており、中でも知的障害者の場合、就
労面・生活面・コミュニケーション面などさまざ
まな支援が必要であり、生産力を高め工賃向上に
つなげることが難しい利用者も多いと考えたため
である。
調査は2017年２月に各事業所を訪問して行い、
インタビューの時間はそれぞれ80～90分ほどで
あった。主な質問項目は、利用者の状況（障害程
度や年齢など）、利用者の仕事内容、利用者への支
援状況、仕事の確保の仕方、工賃の状況、工賃を
高めるための工夫、今後の課題などである。分析
に際しては、インタビューの逐語記録を要約し、
質問項目に沿って語られた内容を整理した。その
うえで、各事業所で課題と感じている点や工賃向
上を阻んでいる状況に着目し、要約した内容を抜
き出すとともに、課題状況がもつ意味や背後にあ
る構図について解釈した。
２．倫理的配慮
調査実施にあたっては、調査の目的や方法、質
問内容や分析方法、プライバシー保護やデータ管
理の方法、研究成果の公表の仕方等について、文
書および口頭で説明を行ったうえで同意を得た。
インタビューの内容は許可を得て録音し、後日、
逐語記録を作成した。データは匿名で扱い、作業
内容や平均工賃の記述も含め、事業所が特定され
ないよう配慮した。なお本研究は、高知県立大学
社会福祉研究倫理審査委員会の承認を得ている
（承認番号：社研倫理15-54号）。
Ⅲ 調査結果
１．Ｐ事業所の現状と課題
（１）Ｐ事業所の概要
Ｐ事業所は、昭和60年代に小規模作業所からス
タートした長い歴史をもつ事業所であり、現在は
就労継続支援Ｂ型事業と生活介護事業を行ってい
る。運営母体は社会福祉法人である。調査時点で
の利用者は約20人で、そのうち３分の１が女性で
ある。平均年齢は30代後半であるが、10代から60
代まで幅広い年齢となっている。利用者のほとん
どが知的障害をもっており、障害支援区分は２～
４である。基本的な利用日数は週５日であり、１
日の就労時間は約４時間30分となっている。月に
１～２回、土曜日も開所することがあり、１か月
の利用日数は23日となっている。他の事業所を利
用している場合や体調などの影響もあり、週２～
３日の利用となっている人もいる。利用年数は長
い人が多く、10年から30年である。特別支援学校
高等部の時に実習で来て、卒業後に利用する人が
多いとのことである。
（２）仕事内容
年間を通して行っている仕事は、ポケット
ティッシュの袋詰めと小魚の解体作業である。ま
た、これらは、外部の業者から受託している。ま
た、季節に応じて市場から野菜の袋詰めを受託し
ている。その他、さとうきびの栽培および黒砂糖
の製造・販売、漬物や健康茶、味噌などの製造・
販売も行っている。家畜の餌に入れる栄養剤を袋
詰めして業者に納品することも行っている。
ポケットティッシュの袋詰めでは、６個入りや
24個入りなどの形で袋に入れ、スーパー等で販売
する形にして納品している。利用者は「ティッ
シュを袋に入れる」「袋を留める」「最終チェック
をする」など、利用者の能力や適性に応じた工程
の作業を担っている。小魚の解体作業は、頭や尻
尾、内臓などを取り除き細かくする作業で、ピン
セットを使うような細かい作業である。健康茶の
作業では、びわの葉を収穫し、葉の汚れを取り除
き、ティーバッグを作っている。漬物作業では、
利用者が材料を１つずつ切るところから行ってい
る。利用者の担う作業は、時期や日、時間帯によっ
て変わり、１つの作業を少ない場合で２～３人、
多い場合で10～12人ほどで行っている。
利用者の作業内容は、利用者や家族の希望をふ
まえ相談して決めている。その日の体調によって
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調整することもある。どの利用者も何らかの作業
に携われる形になっており、また、利用者自身も
職員も、どの作業を担うことができるか、おおむ
ね把握しているとのことである。
（３）仕事の受託と開拓
Ｐ事業所では、年間を通してだれでも参加でき
ることをまず重視し、次に収益性も考慮して、さ
まざまな作業を行っている。悪天候であってもで
きる作業をと考え、職員が仕事を見つけてきたり、
業者の側から声をかけられた場合もある。職員が
地域にアンテナを張っており、販売先で情報を得
て「こういった仕事をしてみてはどうか」と提案
したり、卸売りに出ない農作物を安く仕入れて来
たりしている。他の事業所からも情報を収集し、
他の事業所で行っている仕事を「うちでも受けら
れるのではないか」と提案することもあるという。
その一方で、現在は作業の種類が多くなりすぎて
いるため、作業の種類を減らす必要があるかもし
れないとも考えているそうである。
（４）利用者への支援
Ｐ事業所の利用者は、利用年数が長いというこ
ともあり、作業に慣れており仕事がよくできるそ
うである。無理をさせないよう配慮は必要だが、
一生懸命に取り組んでいるそうである。ただ、利
用者も高齢になり、体の心配が必要な利用者が増
え、作業面での不安も顕著に出てきているとのこ
とである。
作業の一連の流れを利用者が行い、職員は見守
るという形が最もよいだろうが、外部の業者から
受託していることもあり、仕上げや最終確認は職
員が行う必要がある。障害者の施設だからといっ
て、雑な商品を出すわけにはいかないため、時に
はやや厳しく声をかけることもあるという。ポ
ケットティッシュの袋詰め作業は、場合によって
袋に入れる個数が異なるため、職員が丁寧に声を
かけたり確認をしたりしている。
新しい利用者では発達障害をもつ人も増えてお
り、壁の方を向いて作業をするなど、落ち着いて
取り組めるように工夫している。作業の仕方を視
覚で確認できるよう、説明書きを見やすいところ
に置くなど、利用者の特性に合わせた工夫をして
いる。利用者どうし相性がよくない場合には、担
う作業を別にしたり、席を離したりするなどの配
慮もしている。
以前は、職員も作業に入っていた時期もあった
が、現在はその必要がないよう、仕事量を調整し
ているそうである。利用者も高齢化しているた
め、利用者も職員も無理をしない程度を目安に、
一日にできる仕事量を見極め、時間内に終えられ
る仕事量になるようにしているとのことである。
（５）工賃の状況
Ｐ事業所の2015年度の工賃は約１万4000円で
あったが、例年はそれよりさらに低く１万
1000～2000円程度であるという。なぜなら、昨年
度は行政からの委託で清掃作業を担うことがで
き、その収益が高かったからである。しかしなが
ら、2015年度は競争入札を経て仕事を得ることが
できたが、2016年度は得ることができなかったそ
うである。そうした形で仕事が得られるかどうか
で、収益に大きな差が生じるという。工賃を高く
するため、かなり無理をしていた時期もあったが、
それでも１万4000円程度だったという。
Ｐ事業所では、利用者ごとの工賃は、利用日数
や生産量、作業時間によって差をつけている。差
をつけるのもよくないと思いつつ、ティッシュの
袋詰め作業を１日で100個行う利用者と、10個行
う利用者の工賃を同じにするわけにもいかないと
いう。すべてを平等にするというわけにはいか
ず、生産量などによる何らかの区別は必要と考え
ているとのことだ。利用者の工賃は6000～１万
2000円ほどであり、高い人と低い人でほぼ倍のち
がいがあるそうだ。
インタビューでは、利用者の行っている仕事と
工賃が見合っているかどうかについても尋ねた。
職員の印象では、利用者が多くの作業をしている
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のに対し、工賃は低いと感じているそうだ。外部
業者からの受託作業の収益は実に少なく、受託作
業をしているかぎり工賃は上がらないという。今
の人数や力では工賃を上げるには限界があり、数
円上げることはできても、それ以上に大きく上げ
ることは難しいとのことである。また、利用者に
さらに多くの仕事をしてもらおうとすれば、利用
者のニーズや特性に合わなくなるという。さらに
は、以前は商品の運搬を業者がしてくれていたが、
最近では事業所でしなければならなくなり、その分
ガソリン代の出費が多くなっているそうである。
（６）工賃向上のための取り組み
Ｐ事業所で受託作業をこれ以上増やすのは物理
的に不可能とのことである。外部業者の状況もあ
り、事業所側が仕事の量や個々の作業単価を増や
してほしいと言っても、そのとおりできるわけで
はない。そうならば、事業所の努力でできる部分
として、自主製品の生産と販売に力を入れ、生産
量と販売先を増やしていくほうが手っ取り早いと
いう。また、自分たちで努力して工賃が上がるほ
うが喜びが大きいとの考えもあるそうだ。実際に
も、2016年度は行政から委託された清掃作業がな
くなり、収益が大きく下がったものの、自主製品
の販売数を大幅に増やしてカバーすることができ
ているとのことである。自主製品部門を伸ばして
いくためにも、畑の手入れなどの管理もしっかり
と行い、販売できるものが常に用意できている状
態にしておかなければならないと考えているそう
だ。また、受託作業と自主製品の生産とのバラン
スを調整していく必要もあるとのことだ。
工賃倍増計画や工賃向上計画への対応について
は、外部からのコンサルタントによる支援を受け、
製品の作り方の助言を受けたが、一時的なものに
とどまっており、成果はほとんど感じられないと
のことである。製品を作ったとして、その後どう
すればよいか。販路の拡大や販売先とのつながり
づくりなど、具体的なフォローがほしいという。
一方、行政が空港などに設けた販売所では、高い
売り上げを得ることができたそうである。ただ、
そうした機会も継続的にあるわけではなく、一時
声がかかってもしばらくは何もなく、再び急に声
がかかる印象だという。
（７）就労支援における課題
Ｐ事業所の今後の課題としては、利用者の高齢
化があげられた。２～３年前までできたことがだ
んだんできなくなっており、今後も作業を続けら
れるのか不安であるという。職員も高齢化してき
ており、畑作業や販売が難しくなることも考えら
れるそうだ。そうした中、工賃を上げるために利
用者に多くの仕事をしてもらおうとすれば、利用
者にも職員にも負担がかかる。工賃を上げる以前
に、利用者の体力や能力を保ち、現状を維持して
いくことのほうが大きな課題であるという。工賃
を上げることと利用者を支援することは相反する
ことであり、今後どのようにしていくかが課題と
のことである。
また、個別に支援が必要な利用者が増加してい
ることも課題としてあげられた。利用者の障害や
支援の必要性も多様化しており、それに対応する
ためには、職員による個別の関わりが必要となる。
そのための職員の資質向上にも取り組む必要があ
り、工賃を上げることばかりに携わっているわけ
にはいかない状況だという。地域社会で自立でき
るように工賃を上げることは重要だが、社会福祉
法人の役割として、利用者の支援を行うことのほ
うが重要との考えも示された。
これに対して、自主製品の生産・販売を伸ばし
ていくためには、畑作業の専門性が必要であり、
そうした人材を登用することも視野に入れている
そうだ。工賃を上げるためには、福祉分野だけで
なく、事業所で行う仕事の専門的な知識・技術を
もつ人材が必要とのことである。
２．Ｑ事業所の現状と課題
（１）Ｑ事業所の概要
Ｑ事業所は、開設されて数年目の比較的新しい
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事業所であり、運営母体は特定非営利法人である。
調査時点での利用者は17人であり、男性と女性の
割合はおよそ半々とのことである。30代の利用者
が多く、年齢の幅は20代前半から50代後半である。
利用者の全員が知的障害者であり、療育手帳Ａ判
定（重度）の利用者が約３分の１とのことである。
基本的な利用日数は週５日であり、１日の就労時
間は約５時間となっている。土曜日に半日開所す
ることもあり、１か月の利用日数は23日となって
いる。開設時からの利用者ばかりであるが、Ｑ事
業所は別の事業所から独立する形で開設されてお
り、以前の事業所からの利用者がほとんどであるた
め、利用者と職員とのつきあいは長いそうである。
（２）仕事内容
Ｑ事業所では外部の業者からの受託作業を中心
に行っている。菓子の箱を折って組み立てる作
業、手袋の検品・数量計算・梱包などの作業、菓
子の袋や箱にシールを張る作業、車の部品の塗装
に用いるカバーや布を形に合わせて切る作業であ
る。菓子箱づくりの仕事は老舗菓子メーカーや包
装業者から受託しているもので、取り扱っている
数としては最も多く、１日に1000箱ほど作ってい
るそうである。車の塗装用の布地は、他の衣料品
店で余ったものをリサイクルしているため、なる
べく余りが出ないようにすることが求められると
のことだ。
利用者がどの作業を担うかを決める際は、利用
者の得意な作業を見つけ、そこに配置するように
しているそうだ。はじめから苦手な作業をして、
できなかったというショックを残さないよう配慮
しているという。そうした上で、段階的に新しい
作業にも挑戦できるようにしているとのことであ
る。毎日同じ作業だと飽きてしまうため、日に
よって担う作業を変えたり、同じ菓子箱づくりで
も箱の種類を変えたりするなどの工夫をしてい
る。これらの作業は外部からの受託であるため、
納期が近く余裕がないときは、同じ作業が続いた
り、作業するのが早い利用者に担ってもらったり
することもあるそうだ。
手袋の検品等の作業は、その作業がとても好き
という同じ利用者２人が担うことが多いとのこと
である。菓子のシール張りの作業は５人ほど、菓
子箱づくりは７人ほどで担っており、場合によっ
ては全員で菓子箱づくりをすることもあるとい
う。車の塗装用の布等を切る作業は、利用者自身
が工夫しながら行うことが求められるため、応用
力のある利用者４人が担っている。失敗すると修
正できない難しい作業であるため、携われる利用
者も限られており、他の利用者の目標にもなって
いるとのことである。
（３）仕事の受託と開拓
Ｑ事業所で行っている仕事は、以前の事業所で
受託していたときのつながりから、引き続き現在
も受託しているとのことである。開設してからの
新規の仕事としては、割り箸と爪楊枝を紙の袋に
入れる作業があるそうだ。利用者の家族による協
力もあり、割り箸の仕事は、利用者家族の知り合
いの仕出し料理等の業者を紹介してもらったとい
う。外部業者からの仕事は、年間を通して途切れ
ることなく入ってきているそうだ。利用者が一生
懸命に作業をしているため、業者からも高い評価
を得ることができており、それによって次の仕事
の依頼が入るのだという。
（４）利用者の支援
Ｑ事業所では、「仕事ばかり」という雰囲気では
なく、楽しいことも取り入れるよう心がけている
そうだ。作業に一生懸命に取り組みつつも、和気
あいあいとした明るい雰囲気も大切にすること
で、やる気を高めていこうということである。菓
子箱を大量に作っており、それが数日続くと疲れ
がたまるのも当然なので、運動やストレッチも取
り入れながら、作業を続けられるよう工夫してい
るそうだ。
利用者の中には集中力が途切れやすい人もお
り、また、「わかった」と言ってもすぐに忘れる場
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合もあるので、タイミングよく声をかけるように
しているとのことである。数を数えるのが苦手な
利用者や、指の可動域や見る角度によっても、で
きないことや失敗することがあるため、職員が利
用者に合わせて作業をしやすくする道具を作って
いるそうだ。どのような利用者でも作業できる形
を探り見つけることが職員の役割であり、利用者
にとってもできたことで大きな自信につながりや
る気も向上するという。車の塗装用の裁断作業
も、布地を余らせずに切れるよう、台紙を作って
線を引いたり、台紙を何度も並べ替えたりするな
ど、はじめは職員が試行錯誤しながら多くの支援
を行ったそうだ。
日によっては、気持ちが不安定な状態で作業し
たくてもできない利用者もおり、そうした場合も
職員による支援が必要となる。同じことを繰り返
す作業のほうが状態が安定する利用者について
は、繰り返しの作業に配置するなどの工夫もして
いるそうである。利用者どうしの相性がよくない
場合もあり、作業する位置にも配慮しているそう
だ。トラブルを引きずって一日中泣いてしまい、
作業にならないこともあるという。作業の得意・
不得意と利用者どうしの関係を、同時に考えなけ
ればならない難しさがあるとのことだ。
また、作業が立て込んで忙しいときには、職員
も利用者と一緒に作業をしなければ間に合わない
こともあるそうだ。余裕のあるときは利用者の支
援や作業のサポートも十分に行えるが、繁忙期に
はそうした余裕もなく、職員もただひたすら作業
をしなければならなくなるのだという。
（５）工賃の状況
Ｑ事業所の2015年度の工賃は１万円をやや下回
る程度であった。事業所によっては評価基準を作
り利用者ごとの工賃に差をつけているところもあ
るが、Ｑ事業所ではそうした形にはしていないそ
うである。利用者全員がそれぞれ力を発揮してい
ると考え、１日の工賃は同じ額として、休んだ日
数の分は工賃が少なくなる形にしているとのこと
だ。実際には、手袋の検品等の作業と塗装用の裁
断作業とでは単価が異なり、また、作業のペース
も利用者によって差がある。塗装用の裁断作業は
単価が35円と他の作業と比べて高く、早く裁断で
きる利用者では１日に300枚切ることができるた
め、単純に計算すれば１日で１万円分の作業を
行っていることになる。しかし、そうした差が
あっても、すべての利用者がそれぞれ任された仕
事をしっかりと行っていることを評価したいとの
考えから、１日の工賃額を一律にしているという。
利用者やその家族からは、工賃に差をつけてほし
いという要望は出ておらず、むしろ、得意なこと
を見つけて輝くことができ、工賃も得られること
がうれしいとの声が聞かれるそうである。
利用者の行っている仕事と工賃が見合っている
かどうかについては、工賃をさらに上げたいとい
う気もちで取り組んでいることから、見合ってい
ないと考えているそうである。単価の安さもあ
り、今以上に工賃を得られる仕事もあるのではな
いかとのことだ。一方で、単価の高い仕事は、難
しいものや失敗できないものであり、利用者や事
業所に求められるものが高度となるという。
（６）工賃向上のための取り組み
Ｑ事業所が開設された当初は、１日の工賃が
100円、１か月では2300円であったが、現在ではい
ろいろな業者から声がかかり、１万円弱まで上
がったとのことである。今年度は１万5000円ぐら
いまで上がる見通しだという。少しでも工賃を高
くしたいと考えており、実際にも徐々に高くなっ
てきているそうだ。外部からの受託作業をしてい
るため、いかに効率的に行うかを意識していると
のことである。その一方で、受託作業をこれ以上
増やすことができない最大限の状態であり、受託
作業で工賃を上げるのはこれが限界だという。
最近、お茶の販売を始め、試験的に販売をしたと
ころだそうだ。工賃を上げるには自主製品でやっ
ていくしかないと考えており、今後はお茶以外の
商品にも拡大し、強化していきたいという。単価
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の安い請負作業を減らし、自主製品の販売を増や
すことでしか、工賃の向上は期待できないとのこ
とである。ただし、どの製品を販売するかについ
ては、利用者の状況も考慮し慎重に検討する必要
があるという。例えば、満腹中枢に障害がある利
用者がいる場合、食品を商品にするとそれを食べ
てしまうため、お茶を商品にしたとしても、今度
はお茶への執着が出て、家で大量にお茶を飲んで
しまうことになるかもしれない。
工賃向上計画への対応については、事業所を立
ち上げたばかりで工賃をすぐに上げることも難し
く、現状に見合った工賃額で計画を策定したもの
の、Ｚ県からは県が掲げる３万円台後半の目標工
賃に届くような額にするよう指導を受けたそう
だ。受託作業でこれ以上工賃を上げるのは不可能
であるが、少しでも上がるように努力していると
ころであり、また、自主製品の開発にも取り組ん
でいきたいという。Ｑ事業所では、外部コンサル
タントの派遣による支援は受けていないが、県が
スーパーマーケット等に設けたＢ型事業所等の製
品を売る場で一度販売したそうである。自主製品
の販路を確保していくことも大きな課題だという。
（７）就労支援における課題
Ｑ事業所の今後の課題としては、これまでにも
述べてきたように、工賃を上げるため、いかに自
主製品部門を拡大するかということがあげられ
た。どのような商品を開発し、どこで販売するか、
どのぐらいの数を販売するかなど、検討すべき課
題は多く、利用者の状況やニーズに合うような形
で展開していくことも重要である。
Ｑ事業所ではこれまで外部からの受託作業を
行ってきたが、そうした仕事の単価の安さについ
ての話もあがった。Ｑ事業所では単価を上げるた
めの外部業者との交渉にも力を入れており、１工
程の作業で１円、工程が多い複雑な作業では工程
数に応じて単価が高くなるようにしているそうで
ある。単価は利用者の工賃に直接反映されるもの
であり、それによって大きなちがいが生じるとい
う。業者にとってはＢ型事業所等に仕事を提供す
る形で社会貢献をしているという面があり、事業
所側も仕事を提供してくれることはありがたい
が、率直に言えば単価が安いと感じているそうだ。
外部業者にとっては、同じ仕事を自社で人を雇っ
て行おうとすれば、人件費として最低賃金の支払
いが発生する。機械化して行おうとしても、機械
の導入や維持に大きな費用がかかる。それに対し
て、安い単価で仕事を受けてくれるＢ型事業所等
に委託すれば、経費を抑えることができるという
メリットもあってのことではないかとも考えられ
るという。
インタビューでは、Ｂ型事業所で行う仕事や工
賃の向上について、職員の考えも聞くことができ
た。近年では喫茶やパン、クッキーなどを行って
いる事業所も多く、原価の安い飲食店などをすれ
ば、高い工賃を払うことも可能になるだろうが、
それでは、菓子箱づくりなどの作業を楽しみにし
ている利用者や、ゆったりしたペースで働きたい
という利用者のニーズに合わなくなる。Ｂ型事業
所の利用者も多様な障害をもっているため、高い
工賃を求めて一様に収益の上がる仕事に変えれ
ば、Ｑ事業所の利用者のような障害者の居場所が
なくなってしまう。また、事業所によっても身体
障害者が多いところや精神障害者が多いところな
ど、利用者の障害種別にも特徴がある。障害が
あっても障害のない人と同様に働くことができる
利用者が多い事業所と、そうでないところとがあ
る。そうした特徴を考慮せずに、平均工賃によっ
て一律にとらえることが適切なのだろうか。利用
者の状況や事業所の現状に合わない目標を設定
し、それを達成させようとする政策には疑問を感
じるとのことである。工賃の平均や目標はひとつ
の基準として必要だとは思うが、現場の実態を
しっかりと見つめてほしいという。
Ⅳ 考察
以上の分析で、Ｚ県内２か所のＢ型事業所に対
するインタビュー調査を通して、さまざまな現状
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と課題が浮かび上がってきた。これまでわが国で
は、工賃倍増計画や工賃向上計画を策定し、Ｂ型
事業所の経営改善や商品開発などによって工賃を
向上しようとしてきた。また、優先調達法も施行
され、今後Ｂ型事業所への仕事の発注が増えるこ
とが期待されるところである。ここでは、これら
の施策の内容を確認したうえで、分析結果から得
られたＢ型事業所における課題を整理するととも
に、国による施策が事業所の直面する課題を解決
しうるのか、今後どのような施策や支援が必要な
のかについても考察したい。
１．工賃向上計画など国による施策
2007年度から2011年度にかけての工賃倍増計画
では、都道府県において工賃を上げるための取り
組みについて計画を策定し、行政機関や商工団体
等の協力のもと取り組みを推進してきたが、景気
低迷の影響もあり十分な工賃向上につながらな
かった。そこで2012年度から2014年度までの工賃
向上計画において、都道府県および各事業所で計
画を策定し、具体的な取り組みを計画的に実施す
ることが求められた。2015年度からは第２期に入
り、さらなる取り組みの推進が求められていると
ころである。
工賃倍増計画および工賃向上計画を通して掲げ
られてきたのは、主にB型事業所の経営力の強化
と技術力の向上である。具体的な方策としては、
管理者をはじめとした事業所職員の経営に対する
意識を高めること、経営コンサルタント等を活用
することで企業的経営手法を導入し、商品開発・
市場開拓・効率化に取り組むこと、事業内容に適
した専門家の技術指導により品質向上を図ること
等が求められている。第２期工賃向上計画では、
企業等からの発注促進や公的機関による優先発注
についても、都道府県の取り組みとして掲げられ
ている（厚生労働省2015）。
2013年からは新たに優先調達法が施行され、国
や独立行政法人等に対しては、優先的に障害者就
労支援施設等から物品等を調達するよう努めるこ
とが義務づけられ、地方公共団体等に対しては、
障害者就労支援施設等の受託機会の増大を図るた
めの措置を講ずるよう努めることが義務づけられ
た。国等からの購入実績は毎年公表され、積極的
に発注に取り組んでいる省庁や地方自治体の事例
も公開されるようになってきている（厚生労働省
2017b）。
２．受託作業の単価の安さ
Ｐ事業所・Ｑ事業所どちらも、数種類の外部業
者からの受託作業を行っている。Ｐ事業所では
ティッシュの袋詰め作業・小魚の解体作業・野菜
の袋詰め作業・家畜用の栄養剤の袋詰め作業の４
つ、Ｑ事業所では、菓子箱づくり・手袋の検品等・
シール貼り・塗装用の裁断作業（２種類）の５つ
であった。
一方で、どちらの事業所の職員も、そうした受
託作業については単価が安いという印象をもって
いた。筆者が行った前回の調査でも、外部業者か
らの受託作業をいくつか行っており、単価が安い
ことが課題としてあげられていた（遠山2017）。
民間企業は市場原理で動いており、事業所側が単
価を上げてほしいと思っても、なかなか上げても
らえない。Ｑ事業所では単価の交渉も行っていた
が、それでも数円の範囲であり、他の事業所の場
合はさらに安いのではないかという。不況の影響
もあり、これまで外部業者側が負担していた輸送
費等の経費も、事業所側で負担しなければならな
い状況にもなっている。
事業所では、工賃を少しでも上げるために、無
駄を省いて効率的に生産できるよう、試行錯誤し
ながら努力している。この状況で工賃を上げよう
とすれば、受託する仕事の種類を増やすか、生産
する数を増やすかしかない。しかしながら、これ
以上種類や数を増やすことは、利用者の現状をみ
ると不可能といえる。利用者はそれぞれ自分の力
を最大限に発揮し、一生懸命働いている。職員も
利用者を支援しながら、忙しいときには作業にも
入らなければならない。利用者の障害や必要な支
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援が多様化しており、利用者の年齢も高くなって
きている。このような状況でこれ以上作業を増や
せば、利用者にも職員にも負担をかけることにな
る。単価の高い仕事の場合それだけ高度な技術等
が求められるため、担うことのできる利用者が少
なく事業所で行うのは難しい。こうした実状か
ら、利用者に可能な範囲での仕事を、単価が安く
ても引き受けざるを得ないことが見て取れる。現
状では、外部業者からの受託作業によって工賃を
向上させることは極めて難しいといえる。Z県内
の多くの事業所が、外部からの受託作業や単価が
安いと思われる軽作業を行っており、そうした受
託作業を複数行っているところも多い。全国的に
も、多くの事業所が同様の状況下におかれている
と推察される。
また、筆者が行った前回の調査（遠山2017）で
も今回の調査でも、Ｂ型事業所等に仕事を委託す
ることで外部業者は経費を抑えられるのではない
か、ということが語られた。換言すれば、外部業
者が経費を抑えるために障害者施設に仕事を委託
している、という面があるのではいかということ
だ。「一般的な内職よりも安いのではないか」「こ
のような単価ではどこの会社も引き受けない」と
いった声も聞かれた。外部業者にとっては、Ｂ型
事業所等に仕事を提供することで、社会に貢献で
きることに加え、単価を安くして経費を節減でき
るというメリットもあるのではいか。同じ作業を
自社で行うとすれば、莫大な費用をかけて機械を
導入するか、最低賃金以上の人件費をかけて人を
雇うかする必要がある。しかし、それよりも安い
単価で引き受けてくれるＢ型事業所等に仕事を委
託すれば、そこまでの費用はかからない。機械化
したり人を雇ったりすると経費が高くつくような
作業をＢ型事業所等に委託することで、経費を抑
えようとしている面もあるのではないだろうか。
だとすれば、Ｂ型事業所等は外部業者にとって、
いわば都合のよい存在となっているのではない
か。一方でＢ型事業所等の側も、簡単な作業すな
わち単価の安い作業が利用者に合っていることに
加え、安い単価でないと仕事をもらえない恐れも
あり、単価を上げる要求はしにくい。大きな収益
が得られるような仕事に変えることも難しく、仕
事がもらえるだけでもありがたいとの考えもあ
り、単価の安い受託作業で甘んじるしかない、と
いったところなのではないか。委託する側の外部
業者・受託する側のＢ型事業所等、双方のニーズ
が望ましくない形でマッチしてしまっている構図
が伺われる。
これらのことから、優先調達法が施行されても、
受託作業の単価の安さやＢ型事業所等・外部業者
間の関係性が改善されないことには、工賃を向上
させることも難しいといえる。そのため、外部業
者がＢ型事業所等に仕事を委託する際、単価を不
当に低くしないよう基準を設けたり、単価や工賃
を補填するための助成金を業者またはＢ型事業所
等に支給したりといった制度が必要であると考え
られる。
一方で、行政から委託された清掃作業について
は大きな収益が得られたようだ。筆者が行った前
回の調査でも、行政から委託された清掃作業に
よって、安定的に収入を得られている事業所が
あった（遠山2017）。優先調達法によって、公的機
関から事業所への単価の高い仕事の優先的な発注
をさらに強化することで、Ｂ型事業所の工賃向上
に貢献することが期待される。
３．自主製品への方向転換
今回の調査では、どちらの事業所でも、自主製
品を開発し製造・販売したほうが利益も出やすく
工賃も高くなると予測し、今後は自主製品を増や
していきたいと考えていた。Ｐ事業所ではびわ茶
や黒砂糖といったオリジナルの健康食品を手掛け
ており、Ｑ事業所ではお茶の販売を始めたところ
とのことだった。こうした自主製品部門を拡大
し、単価の安い受託作業を減らしていくことで、
工賃を上げていきたいと考えていた。筆者が行っ
た前回の調査でも、野菜の栽培について専門家の
指導を取り入れ、売り上げが伸びることが期待さ
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れていた。また、弁当の製造・販売数を増やすこ
とで、工賃を上げていきたいということも語られ
ていた（遠山2017）。
このように自主製品に力を入れる場合、販売先
の確保が大きな課題となる。前回の調査では、販
売先の開拓が職員の地道な努力によって行われて
いたが、他の事業所への販売を行っていることや、
行政職員が購入に協力的であることも語られてい
た（遠山2017）。今回の調査では、どちらの事業所
でも、行政の設けた空港やスーパーマーケット等
での販売機会で、多くの製品を売ることができた
ことがあげられた。同時に、そうした機会を継続
的に設けてほしいということや、販売先の拡大に
ついて具体的な協力がほしいといった要望も示さ
れた。
こうしたことから、公的機関や多くの人が集ま
る場で販売できる機会をどの事業所にも継続的に
提供できるよう、行政による販売所の設置や企業
等への働きかけをさらに強化する必要があると考
えられる。それとともに、販売場所や製品に関す
る情報を事業所や企業等に提供する仕組みを作っ
たりすることも求められる。
なお今回の調査では、外部業者からの受託作業
を減らし、自主製品を拡大していく方向性が示さ
れたが、依然として外部業者からの受託作業を
行っているＢ型事業所も多く、今後も多くの事業
所で継続していくことが推察される。そして、調
査からも明らかとなったように、職員による地道
な情報収集や利用者家族の協力などによって、仕
事が開拓・確保されている。こうした受託作業に
ついても、単価が不当に安くならないよう統制し
つつ、仕事を委託したい業者と受託したい事業所
の情報を収集・提供し、両者を適切にマッチング
できる仕組みが必要だろう。
４．利用者支援と工賃向上の相反性
今回の調査でも、２つの事業所から、利用者や
作業の実状や工賃向上に対する職員の考えを聞く
ことができた。どちらの事業所でも、利用者個々
の障害特性や得意・不得意によって、作業をスムー
ズに行えたり落ち着いて取り組めたりするよう、
職員が作業方法や道具などを工夫していた。筆者
が行った前回の調査（遠山2017）でも今回の調査
でも、利用者の障害状況が多様化しており、それ
ぞれに応じた支援が必要になってきていることが
指摘されていた。さらにＰ事業所では、利用者も
職員も高齢化しつつあり、今後も同じように作業
を続けられるのかといった不安が語られた。Ｑ事
業所では、利用者どうしの関係や取り扱う製品に
よっても利用者の調子が崩れ、作業ができなく
なったり家庭での生活に支障が出たりする可能性
が語られた。利用者の障害特性に応じた支援に加
え、障害の多様化や利用者の高齢化などにより支
援の必要性が増していることや、家庭生活も視野
に入れて支援する必要もあり、職員の負担が大き
くなっていることが伺われる。
前回の調査では、利用者を支援することと作業
を遂行することとのバランスをとるのが難しい点
が指摘され、支援の必要性が高い利用者に対して
は、生産性を求めることが必ずしも適切でないと
いう考えも示された（遠山2017）。今回の調査で
も、作業が立て込んでいるときは職員も作業に入
らなければならなくなり、利用者への支援が十分
に行えないこともあると感じており、工賃を上げ
ることと利用者を支援することとは相反している
という実感も語られた。それぞれの事業所で、利
用者の支援と工賃向上の狭間で苦慮している様子
が読み取れる。
こうした中でＢ型事業所の職員は、さらに工賃
を上げるための策を講じることも求められてい
る。工賃倍増計画や工賃向上計画によって、行政
からの支援を受けられる仕組みが作られ、事業所
で効果が実感されている部分がある一方で、行政
からの支援が単発的で継続性のないものであるよ
うに感じられている面も見受けられた。Ｚ県の資
料によれば、第１期の工賃向上計画において、の
べ200回以上にわたって経営コンサルタントや技
術面の専門家等を派遣したとのことであるが、Ｚ
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県内のＢ型事業所数をもとに単純計算すれば、１
か所の事業所につき年１回にも満たない派遣頻度
である。利用者の支援に加え、仕事の開拓や製品
の開発、販売先の確保など、依然として事業所の努
力に委ねられている部分が大きいのではないか。
工賃倍増計画や工賃向上計画においては、事業
所側の意識改革や主体的な取り組みが強調されて
いるが、政策が事業所に求めていることと、事業
所が政策に求めていることとの間には乖離がある
ように思われる。前回・今回の調査では、Ｂ型事
業所の職員が、工賃を上げることの重要性を理解
し、少しでも上げていかなければならないという
強い意識をもっていることが語られた。しかしそ
の一方で、利用者の障害特性や作業能力などの状
況をみると、これ以上仕事を増やして利用者に無
理をさせることはできないと考えられていた。Ｂ
型事業所では、利用者の実状をふまえたうえで、
利用者・職員に過重な負担とならない範囲で、ど
のように工賃を上げていくか苦慮しているのであ
る。工賃を上げるためとはいえ、利用者に無理を
させてまで仕事を増やしたり、利用者にできない
仕事や合わない仕事を選んだり、工賃が高くなる
からといって業種を大きく変えたりすることは、
利用者や職員に大きな負担を強いることになるた
め不可能といわざるをえない。
また近年では、パンやクッキーの製造・販売や
喫茶店などの飲食業を行う事業所が増えている印
象であるが、今回の調査では、そうした業種に変
えれば工賃が上がるかもしれないとしながらも、
利用者の中にはできる仕事がない人もいる点や、
利用者の求めていることに合わないといった点が
懸念されていた。利用者にとっては現在行ってい
る作業が適しており、利用者も個々の力を発揮し
一生懸命に取り組んでいる。工賃向上のためとは
いえ、業種を大きく変えれば、できる作業がなく
なってしまう利用者も出てくる。それよりは、現
在行っている作業を工賃が上がるよう努力しなが
ら続けるとともに、新しい作業に取り組むとして
も、大きく変えるのではなく、利用者のできるこ
とや適切な方法を探りながら、少しずつ拡大して
いくのがよい（そうしていくしかない）、と考えら
れているように理解できる。
これらのことは、工賃を上げることへの意識が
低いのではなく、工賃を上げる必要性は十分理解
したうえで、利用者の状況や収益の実状をふまえ
ると、工賃を大幅に上げることや業種を大きく変
えたりすることが不可能である、という現実を物
語っているといえよう。さらにいずれの事業所の
インタビューでも、工賃を上げることは重要だと
しつつも、仕事を増やして利用者にこれ以上の無
理をさせたり、利用者が携われないような仕事に
変えたりしてまで、高い工賃を追求しようとする
ことへの疑問も示された。利用者の障害特性や生
産性にもちがいがあり、ひいてはＢ型事業所に
よっても工賃が高くなりやすいところと困難なと
ころがある中で、目標工賃として一律に高い金額
すなわち達成の難しい金額を掲げることへの疑問
も示された。
一律の目標金額を設定し達成させようとするの
ではなく、それぞれのＢ型事業所の実状を精査し、
個々の事業所にとって実現可能な範囲・方法で工
賃向上をめざすことが求められる。工賃を上げる
ためのノウハウについても、事業所に指導・助言
するだけではなく、販売方法に関する情報提供や
場の確保といった、より具体的なサポートが求め
られている。事業所で扱う製品に関する専門家の
定期的・継続的な派遣や、そうした専門性をもつ
職員を事業所で雇用するための助成金や人材確保
などの支援も有効かもしれない。利用者や事業所
の現状をふまえた工賃向上の方策を、継続的に相
談・助言できる人材の提供や仕組みづくりも必要
と考えられる。
Ⅴ 本研究の成果と今後の課題
本研究のインタビュー調査を通して、Ｚ県内２
か所のＢ型事業所における現状と課題を詳しく分
析することができた。
どちらの事業所でも、利用者にさまざまな面で
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の支援が必要であり、工賃を上げるためとはいえ、
これ以上作業を増やすことはできないと考えられ
ていた。利用者はそれぞれの能力を十分に発揮し
ており、職員も利用者が作業しやすくなるよう工
夫したり、作業効率がよくなるよう試行錯誤した
りしていた。工賃倍増計画・工賃向上計画では事
業所側の意識改革が求められているが、調査結果
からは、事業所では工賃向上について高い意識を
もち最大限工夫しているものの、利用者の実状や
受託作業の単価の低さといった、事業所の努力で
は改善が難しい要因が影響していることが指摘さ
れた。こうした状況に対し、それぞれの事業所で、
受託作業を減らして自主製品に力を入れていくこ
とが考えられていたが、販売先の確保については
課題もあり、行政機関等による販売機会の継続的
な提供が待たれるところであった。
これらの要因が重なり合い、利用者を支援する
ことと工賃を上げることが相容れない状況となっ
ており、片方を優先すれば一方を犠牲にせざるを
えない難しさを抱えていることも描出された。工
賃が国や都道府県が目標として掲げている水準に
まで達すれば、グループホーム等で自立した生活
を営むことが可能となるかもしれない。しかしな
がら、そうした目標水準は、これまで調査してき
た事業所の実状とはかけ離れており、現実的では
ないように思われる。第２期工賃向上計画では、
地域の最低賃金や一般雇用されている障害者の賃
金も勘案して工賃目標を設定することを求めてい
るが、そもそもＢ型事業所は、一般雇用で働くこ
とが難しい利用者に就労の場を提供する場であ
る。今回の調査で語られたように、こうした目標
を掲げて工賃を向上させようとすること自体を疑
問に感じている事業所も少なくないのではないだ
ろうか。単価の低さなど外的要因も含め、利用者
や事業所の状況に沿った目標を設定し、具体的な
支援を提供することで、利用者への支援と工賃向
上とを結びつけていくことが必要といえる。
一方、これまで筆者が調査を行ってきたのは５
か所であり、いずれもＺ県内の市部に位置する事
業所である。また、これらの事業所における調査
時の平均工賃は１万円弱から２万円程度であり、
全国およびＺ県における平均工賃から大きくずれ
ているわけではない。これまでの調査から重要な
示唆が得られたものの、これらの分析結果が他の
事業所にも当てはまるとは限らない。人口や社会
資源が少ない地域の事業所や、工賃がさらに低い
ところもあればかなり高いところもあり、事業所
で行っている仕事もさまざまである。今後は、こ
れまでの調査対象とは異なるタイプの事業所でイ
ンタビューを行い現状や課題を明らかにするとと
もに、より多くの事業所に対しアンケート調査を
行い、工賃向上に影響を与える要因や構図を分析
し、Ｂ型事業所における就労支援の充実に向けた
方策を検討していきたい。
これまで工賃倍増計画や工賃向上計画にもとづ
く取り組みが進められてきたが、筆者が行った前
回の調査（遠山2017）で専門家の技術指導による
部分的な成果は見られたものの、今回調査を行っ
た事業所では、部分的な取り組みとしかとらえら
れていなかったように思われる。また、優先調達
法が施行され数年が経過したが、前回の調査でも
今回の調査でも、目立った成果は見られなかった。
特に今回の調査では、以前は行政から清掃作業を
委託されていたが現在は委託されなくなってし
まったケースもあり、事業所でも優先調達法の影
響は実感されていないようだった。今後の研究で
は、引き続きこれらの施策の影響を分析し、求め
られる法律や制度のあり方についても具体的に検
討したい。
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